１０．２２最高裁への要請行動に賛同のお願い

いま、2つの男女賃金差別裁判が最高裁に継続しています。１つは昭和シェル石油野崎事件で、もう１つがコース別雇用における男女差別賃金を争う商社兼松事件です。

　２つの裁判に共通している高裁判決の問題点は、①女性の仕事に対する裁判所の評価にジェンダーバイアス（社会的・文化的性差別あるいは性的偏見）があること、②均等法成立以前の明らかな男女差別を「公序に反するとまでは言えない｣としたことです。

これでは均等法以前から働いてきた女性が過去の差別ゆえにいまでも余儀なくされている格差を解消することはできません。1947年施行の労基法4条は性による賃金差別を禁止しています。
　

ＩＬＯや女性差別撤廃委員会など国際機関からも日本の性差別是正が強く求められ、本年３月にもＩＬＯは条約適用勧告委員会報告においてＩＬＯ１００号条約（男女同一価値労働同一報酬）の適用について「男女同一価値労働同一報酬原則は、男女が行う職務または労働を、技能、努力、責任、あるいは労働条件といった客観的要素に基いて比較することを必ず伴う」と強調し、日本政府に対し「法改正の措置をとるよう求める」と意見表明しています。さらに、国連女性差別撤廃委員会（ＣＥＤＡＷ）においても２００９年７月には日本政府報告が審議されることになりました。

２００７年の賃金構造基本統計調査によれば、時間当たりの賃金は男性100に対し女性は６８．１となっています。この水準は０６年、０５年の６７．１を上回ったものの、２００４年の６８．８を下回っています。それも正規雇用の男女賃金のみです。女性の非正規労働者は５５．２％（2007年総務省就業構造基本調査）と過半数を上回っているのですから、非正規も含めた男女の賃金格差は拡大しているのです。こんな状況をいつまでも放置しておくことは到底できません。

最高裁判所に男女賃金差別事件が２件係争している今こそ、日本が国際条約を遵守し、性差別賃金を無くす社会となる絶好の機会です。私たちは、最高裁判所が「人権の砦」にふさわしく国際社会に向かってその真価を発揮し、完全な性差別賃金の是正を命じる判決を求めて、最高裁を多くの女性と男性で取り囲みアッピールしようと企画しました。

この主旨にぜひ賛同を頂きたくお願いいたします。

団体、個人のいずれでも構いません。当日、参加できない場合でも意思表明、賛同名などをリボン・看板などで表していきますます。賛同やご意見は下記のFAXかメールへお送りください。
男女差別賃金は基本的人権の侵害であることを示し、女性の要求と

怒りをリボンでつなぎ、最高裁に示していきましょう！

２００８年１０月２２日（水）

８：１５～ ９：００　最高裁西門前ビラ撒き（当日は他の争議団との合同ビラ撒きです）
１０：３０～１１：３０　最高裁をみんなで取り囲みアッピール（リボンやアッピールをもって）

　　　　　　　      午後　国会ロビー活動　

　昭和シェル石油裁判原告・昭和シェル石油裁判弁護団・全石油昭和シェル労組
野崎さんとともに昭和シェルの男女差別を正す会

兼松裁判原告団・兼松裁判弁護団・商社ウィメンズユニオン・兼松の裁判を応援する「是正の会」　　　　　　　　　

連絡先FAX：03-５９８８－７２８６（原告：野崎）　　ysakai@diana.dti.ne.jp（原告：逆井）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





昭和シェル石油女性差別事件とは


　１９９４年３月８日国際女性デーに、昭和シェル石油（１９８５年、昭和石油とシェル石油が合併）を１９９２年５月に定年退職した野崎光枝さんが、賃金・退職金・厚生年金での不利益の是正として損害賠償金（５２９０万円）等を求めて東京地裁に提訴。


　９年の審理の終盤には闇の昇格管理基準「滞留年数表」が発覚。２００３年１月東京地裁は「男性社員は学歴別年功制度を基本に置き。一定年齢以上はこれに職能を加味し、昇格の時期に幅をもたせて昇格管理を行う一方、女性社員については男性とは別の基準（年功をさほど考慮せず、昇格には同学歴男性より長い年月を必要とし、一定の等級以上への昇格を想定しないもの）を設けて昇格管理を行っていた」と４５００万円の損害賠償支払いを命じた。


　被告昭和シェル石油は控訴。地裁での「低い資格は能力の結果」との主張を覆し、合併前の男女差は他の会社も同様、和文タイプは特殊職、地裁の認めた資格は高すぎる、過去分は時効だと主張。高裁は滞留年数表が昇格基準であること、合併以降の差別を労基法４条、均等法８条違反としたが、合併前は、２０年間の和文タイプは特殊職でさほど困難性が高くない、多くの女性は補助職で、社会状況から違法とは言えないとした。合併時の是正資格を２０歳以上若い男性の資格とし、その後２度の昇格を命じたが、時効を求めた結果損害額は半分となった。


　原告側も労基法は１９４７年に施行なのに１９８５年までの差別が違法ではないとしたこと、職務評価もせず和文タイプは困難性がないとする判決は憲法に反すると上告した。





商社兼松事件とは


　商社兼松に働く女性６名が、コース別賃金体系は男女差別であると是正を求め、また、定年


延長に伴う５５歳よりの２０％の賃金カットは不当であるとして、１９９５年９月に東京地裁に提訴。兼松は１９８６年均等法が施行される前の賃金体系は、学歴に関係なく男女別年功序列賃金だったが、今後は均等法違反になるということから、コース別人事制度を導入し、それまでの男女別賃金を「職掌別」賃金とよみかえ、単純に男性は一般職、女性は事務職と一律に移行し、職務の分析もせず希望をきくこともなく男女を振り分けた。


　兼松では、仕事において男女の区別は明確ではなく、男女で同じような仕事に携わり、男性から女性に仕事を引き継ぎ、また、女性から男性に仕事を引き継ぐことは日常であった。しかし、事務職には女性のみが配置された。裁判では、仕事は男性と同じように価値ある仕事をしていることを原告の職務を分析し職務評価を行い立証した。しかし、２００３年１１月東京地裁の判決は「憲法14条の趣旨に反する」としながらも、原告の主張を全面的に否定した。原告は即刻控訴し、東京高裁では地裁判決の不当性を追及し、原告全員の職務をさらに証拠を示し、男女で仕事の価値に違いがないことを立証した。


２００８年１月、東京高裁は４名の原告に対し、男性との仕事の質、価値を比較して労基法４条違反であることを認め、被告会社に賠償金額を支払うように求めた。しかし、２名の原告に対してはその訴えを全面的に退ける判決であった。一定の評価ができる判決ではあるが、秘書業務を専門性のない庶務的補助業務と位置づけており、女性の仕事に対して偏見に満ちたものであることや、勤続15年未満の男女格差を違法と認めないなど多くの問題点があることから上告した。








